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別 紙

一般質問通告一覧表

順序 質 問 者 氏 名 質 問 事 項 質 問 要 旨

１ 小坂 義貞 君 １．防災体制 (1) 全国各地で台風の発生で川が氾濫し、農

（一問一答方式） について 地や住宅、色々な施設が流され多くの方々

が被災されましたが、町の防災体制への取

り組みは。

(2) 自主防災組織「町内会、分館、連合常会

等」を通じて、各地域で自主防災避難訓練

を年１回実施する考えは。

(3) 農業用防災ダム(天間ダム)の老朽化対策

は。

２．町の消防 (1) 町の消防団員の団員数をふやす考えは。

団員現状につ (2) 人口減少と高齢化により消防団員の確保

いて が難しくなると思うが、その対策は。

２ 佐々木 寿夫君 １．平成３０ (1) 米の生産調整廃止、経営所得安定対策縮

（一問一答方式） 年度以降の稲 小の町農業への影響をどう考えているか。

作対策につい (2) 国への働きかけをどうしているのか。

て (3) 町はどのような対策を考えているのか。

(4) 米の直接支払い交付金を町で支援する考

えはないか。

２．就学援助 (1) 要保護世帯の入学準備金単価引き上げを

の改善につい 準要保護世帯にも適用する考えはないか。

て (2) 準要保護世帯の中学校入学準備金支給時

期を入学前にできないか。
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順序 質 問 者 氏 名 質 問 事 項 質 問 要 旨

３ 岡村 茂雄 君 １．現庁舎の (1) 新年度から本庁舎と七戸庁舎の耐震化工

（一問一答方式） 将来計画につ 事が予定されているが、その工事内容は。

いて (2) 新庁舎建設後は、両地区のセンターとし

て活用すべきだと思うが、どのように考え

ているのか。

(3) 現在の本庁舎にエレベーターを設置する

必要があると思うが、どのように考えてい

るのか。

(4) 七戸庁舎へ中央図書館や南公民館を移す

ことが考えられるが、どのようになるの

か。

４ 哘 清悦 君 １．七戸町い (1) 平成２６年７月に策定された「七戸町い

（一問一答方式） じめ防止基本 じめ防止基本方針」の策定方法と、策定に

方針について よって得られた効果や期待される効果は何

か。

(2) 同方針は、教職員による児童生徒へのい

じめ、体罰、わいせつ行為等にも対応して

いるか。

(3) 「ストレスに適切に対処できる力を育む

観点が必要である」とあるが、それまでの

取り組みと基本方針策定後の取り組みとそ

の成果は。

(4)「いじめは大人の目につきにくい時間や

場所で行われたり」とあるが、その具体的

な時間と場所は。その結論はどのような調

査や分析で得られたものか。そして、その

ような時間や場所に対し、現在どのような

対策を講じているか。

(5) 「いじめを訴えやすい体制を整える必要

がある」とあるがそれまでの取り組みと基

本方針策定後の取り組みとその成果は。
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順序 質 問 者 氏 名 質 問 事 項 質 問 要 旨

４ 哘 清悦 君 １．七戸町い (6) 「学校基本方針は、児童生徒や保護者に

（一問一答方式） じめ防止基本 示すとともに、学校のホームページや学校

方針について だより、参観日などで公開するよう努め

る」とあるが、現在の取り組み状況は。

(7) 町及び学校の同方針に、追加・変更すべ

き点はないか。

２．学校運営 (1) いじめ防止対策や教職員の評価等も含め

改善について た学校運営改善のために、児童生徒の声を

どのように吸い上げ、どのように活用して

いるか。

(2) 七戸町いじめ防止基本方針には、学校運

営改善の支援として、「保護者や地域住民

が学校運営に参画する学校評議員等の活

用」とあるが、コミュニティ・スクールに

ついてはどのような議論が行われたのか。

また、コミュニティ・スクールについての

教育委員会の考えは。
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開議 午前１０時００分

○議長（田嶋輝雄君） 皆さん、おはようございます。

ただいまの出席議員は１６名で、定足数に達しております。

したがいまして、平成２９年第１回七戸町議会定例会は成立いたしました。

本日の議事日程は、お手元に配付のとおりです。

これより、３月１日の会議に引き続き、本日の会議を開きます。

──────────────────────────────────────

○日程第１ 一般質問

○議長（田嶋輝雄君） 日程第１ 一般質問を行います。

質問は、通告順に行います。

通告第１号、２番議員小坂義貞君は、一問一答方式による一般質問です。

小坂義貞君の発言を許します。

○２番（小坂義貞君） おはようございます。

２番議員の小坂です。どうぞよろしくお願いいたします。

暦も３月に入り、着実に春が近づいているように感じられるきょうこのごろです。

さて、私からは、まちの防災体制について３点、そして、まちの消防団員の現状につい

て２点、合わせて５点を一問一答方式で質問いたします。

以上で、壇上から移動して、質問者の席から質問させていただきます。

それでは、早速質問に入ります。

防災体制について、質問に入ります。

まず１点目に、昨年は九州の地震を初め、全国各地に多くの台風の発生や、大雨で川が

氾濫し、農地や住宅、またはいろいろな施設が流され、そして多くの方々が被災されたこ

とを知りました。

最近は、地球温暖化などで、予想もつかないようなことが起きることも、町民も不安に

感じていると思います。

そこで、まちの防災体制の取り組みと、まち指定の避難所は幾つあるか、お尋ねをしま

す。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。

○町長（小又 勉君） 小坂議員にお答えいたします。

七戸町地域防災計画は、平成２５年３月に作成しましたが、近年の災害に対して実効性

を持たせたいことから、先日、防災会議を開催し、所要の改正を行うなど、災害に備えた

防災計画の整備を進めております。

その防災計画では、災害時に災害対策本部や、それに準じた災害警戒対策本部、これを

設置した上で、町長が本部長となり、役場や消防団が業務を分担し、災害対応することが

明記され、その計画を踏まえた上で、２年ごとに消防本部と共催し、各防災関係機関、町
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内会、分館と合同で中部上北総合防災訓練を開催し、今年度は青森県営農大学校を会場

に、防災関係１６機関、約４００人の参加のもとに実施をいたしました。

システムの整備の関係では、総務省消防庁が整備したＪ－ＡＬＥＲＴという通信衛星シ

ステムとまちの防災無線をつなぎ、有事の際に緊急情報を国から国民へ瞬時に伝達するシ

ステムの整備、また、エムネットという内閣官房と自治体との緊急情報の通信設備システ

ムや、Ｌ－ＡＬＥＲＴといった市町村、県、それから中央省庁及び気象庁等が情報発信し

たものを、テレビ、それからラジオ、インターネットで共有するシステム、それから、衛

星携帯電話の配備、電話が通信不能となった際、本庁と支所との通信を行う非常時対向無

線システムの整備を行っております。

緊急連絡網体制分野においては、避難勧告や避難命令の際に、安全に迅速な対応を行え

るよう、青森県河川管理者と七戸町長を直接携帯電話で情報交換する体制、これを構築い

たしました。

それから、まちでは平成２５年度から平成２７年度の３カ年で、御承知のとおり防災行

政無線整備を行い、各戸に戸別受信機を設置しております。

次に、避難所についてですが、公園や学校グラウンド等の屋外避難所が７０カ所、それ

から、想定収容人数１８万１,８８５人、集会所や学校体育館の屋内避難所が４８カ所、

想定収容人数５,８４４人、この指定をしております。

以上です。

○議長（田嶋輝雄君） ２番議員。

○２番（小坂義貞君） いろいろと、多分、予算の問題もあると思いますので、看板設置

まではいかないまでも、集会所等の中に避難所マップを掲示してもいいのではないかと私

は思いますが、どうですか。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。

○町長（小又 勉君） 避難所のマップでありますけれども、既に避難所にマップを設置

しているところもありますけれども、平成２６年３月末現在のマップから追加された避難

所もあります。したがって、今後、最新の避難所マップ、これは作成をして、避難所に掲

示をしたいと思っています。

○議長（田嶋輝雄君） ２番議員。

○２番（小坂義貞君） 次に、２点目に入ります。

自主防災避難訓練を町内会や分館、または連合常会等を通じて、各地域で年１回、自主

防災避難訓練を実施して、避難場所の確認や、緊急時に高齢者やひとり暮らしの方への支

援できる体制づくりをできないものか、お尋ねします。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。

○町長（小又 勉君） 町内各地域で消防団、これが組織され、火災を初め自然災害にお

いていろいろ活動しております。

各地域にリーダーとなれる人材がおりますので、町内会や分館事業で自主的に訓練を行
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い、災害時の動きを確認することは、非常に有意義なことであると考えております。

また、高齢者のひとり暮らし世帯については、各地域担当の民生委員の方がおります。

その方々よりひとり暮らし世帯を把握し、訪問や相談を聞くなどの支援体制、これはもう

既に構築されておりますので、災害時にこれがきちっと機能できるように、さらに訓練を

行う必要があろうというふうに思います。

そのために、まちとしても、各地域での自主防災組織の立ち上げに積極的に取り組み、

平時での防災訓練、それから、災害時に誰が何をすればいいのか、適切な行動ができるよ

うな体制づくり、これはしていかなければならないと思っております。

最近の自然災害、これは場所を選ばずに、毎年、日本各地で起こっておりますので、災

害時にそういった被害を最小限に抑えるために、いかに平時に準備できるか、非常にこれ

が一番重要だと考えております。

○議長（田嶋輝雄君） ２番議員。

○２番（小坂義貞君） 災害時に誰が何をしたらよいのか、事前にはっきり決めて、備え

ておいたほうがいいと思いますが、何かまちの対策はありますか。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。

○町長（小又 勉君） おっしゃるとおり、大規模災害時においては、行政だけで町内各

世帯の状況を把握するというのは困難であります。消防団においても、災害現場での活動

中は思うように動けない、こういったことも想定されます。そのために、地域で自主防災

の担当や役割、これを明確にして、急な災害時に的確に動ける体制づくり、これはぜひと

も必要であろうと思います。

実はさきの震災時にあっても、一応ある程度訓練しても、なかなか緊急時、それは動け

ないと、こういったものを実は体験しております。ですから、ぜひ必要だろうと。

まずは自主防災とはどういうものか、こういったことを理解してもらうというのは重要

だと考えますので、今後、県担当部局とタイアップしながら、いわゆるそういった方々に

対する講習、あるいはまた訓練、あるいはまた総体的な啓発活動、これはしていかなけれ

ばならないと思っています。

○議長（田嶋輝雄君） ２番議員。

○２番（小坂義貞君） よくわかりました。

では、３点目の天間ダムについて伺います。

昨年の台風による豪雨で、天間ダムの水位が上昇し、非常に危険な状態となったため、

ダムの水を放流したということをお聞きしたことがありました。原因は、はっきりと言え

ませんが、それで下流の高瀬川水系の堤防の一部が決壊し、農地に被害がありました。幸

い、秋の収穫が終わった時期ということで、被害は最小限に済んだようです。

そういう視点から考えてみれば、この先、万が一天間ダムが決壊でもしたら重大な災害

が起きることが予想されます。私なりにインターネットで調べたところ、ダムの耐用年数

は８０年から１００年と言われているところでございます。現在、ダムは昭和４３年に竣
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工してから４８年になると伺っております。今後、何度もこのような事態が発生した際、

天間ダムは十分な機能をできるのか、お尋ねします。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。

○町長（小又 勉君） お答えします。

築４８年と。躯体自体はあと３０年はもつと。躯体の改修はまだ必要ないということで

すけれども、機械設備、ゲート、緊急時の放流のゲートだとか、そういったものが非常に

老朽化していると。いつ故障してとまるかわからない状況。それから、テレメーターと

いって、警報装置などが古いアナログの設備のために、デジタルへの切りかえ、これがど

うしても必要と。平成３４年１１月には、現在使用しているアナログ無線が使えなくな

る。こちらの改修も必要ということになっております。このほかに、地震計や遠隔監視装

置の改修もやっぱり早急に改修しなければならない。

このことから、天間ダムの改修について、今年度に受益者から同意を集めるなどの各種

法的手続を行っており、平成２９年度から、県営天間ダム地区防災ダム事業及び県営天間

ダム地区農業水利施設保全合理化事業、この二つの事業で、平成３４年までの６年間で改

修工事を行うと、こういう予定になっております。この改修によって、これまで以上に迅

速なダムの情報収集と適切な対応ができるように、県と災害時の対応について協議をして

まいりたいと考えております。

○議長（田嶋輝雄君） ２番議員。

○２番（小坂義貞君） ただいまの説明で、平成２９年度から平成３４年度まで、６年間

かけて改修の工事を行うという説明ですが、では、その改修工事の費用は幾らか。そして

また、その財源はどうなっているのか、どこから来るのか、お尋ねをします。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。

○町長（小又 勉君） 改修の総事業費が１３億２,０００万円、これに伴ってまちの負

担が６年間で１億１,０００万円ということになっています。

そして、二つの事業を使うということで、土地改良区や農家の負担はない。

その財源については、起債で、いわゆる１００％の充当で、交付税の算入が５０％、こ

の起債で対応していきたいというふうに考えています。

○議長（田嶋輝雄君） ２番議員。

○２番（小坂義貞君） 今後、近隣のまちと綿密に情報を発信していきながら、国や県に

対し、最大限の想定を考えて要望していく必要があると思われます。これは要望でありま

すので、答弁は求めません。

続けて、次の質問に入ります。

まちの消防団員の現状について、１点目に、まちの消防団員数をふやす考えは。そし

て、現在、まちの消防団員の定数と団員数は何名か、お尋ねします。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。

○町長（小又 勉君） 町条例の規定で、消防団員の定数ですけれども、これが２５５



－ 10 －

名、そして平成２９年３月１日現在の団員の数が２４９名となっております。現段階で

は、定数には達しておりませんが、ほぼ近い、そういう団員数が維持できていることか

ら、特に増員のための取り組みというのは今考えておりませんが、今後、人口が減少した

り、そういったことで団員不足になるおそれもあります。現在においても、各分団で職場

や地域の若い人に声をかけて、入団促進を行っておりますので、引き続きこれは取り組ん

でいかなければならないと考えています。

○議長（田嶋輝雄君） ２番議員。

○２番（小坂義貞君） わかりました。

次に、２点目の質問に入ります。

現在、人口減少と高齢化により、これから先、各分団の中には、団員の確保が厳しくな

ることが予想されます。また、団員の中で、町外に勤務している方も多く見られ、平日の

日中に火災などが発生した場合は、活動が難しいという状況があるようです。

そこで、私は、何年か先を見据えて、役場内に職員による消防団を構成して、地域の消

火活動の後方支援、例えば火災発生時に周辺の交通整理や消火用水の確保や点検などを行

う支援活動を考えてみてはどうですか。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。

○町長（小又 勉君） 現在の消防団員数が２４９名、その７割が民間に勤めているとい

うことから、消防団協力事業所表示制度、これを平成１９年に導入して、町内の各事業所

から消防団活動に協力していただき、有事の際には消防団活動に参加してもらえる、そう

いう体制をとっているのが現況であります。

また、分団ごとに、地域の職場や若者に加入促進を行っております。役場職員では現在

１５名が各地域の消防団に所属しており、県内では役場職員で分団を構成している町村も

ありますけれども、当七戸町では、職員がそれぞれの分団で重要な任務についているとい

うことから、役場の分団については、今のところは考えておりません。それをやると、各

地域の分団が非常に戦力が劣る。ただ、今後の状況によっては、あるいはまたその必要性

もあるかもしれないということで、これはこれからの検討事項になると思います。

○議長（田嶋輝雄君） ２番議員。

○２番（小坂義貞君） 消防団員の手当はいろいろあると思いますけれども、手当等はど

のようなものがあるか、説明を求めます。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。

○町長（小又 勉君） 手当でありますけれども、出動手当、１回の出動で２,０００円

であります。それから、階級ごとに年報酬の支給、それから、勤続年数によって支給額が

異なりますけれども、退職金の制度があります。その他としては、国や県から結婚祝金１

万円、出産祝金１万円、それから入院の見舞金など、非常に手厚い、単価的にはそう高く

ないと思うのですけれども、そういう内容であり、まち消防団の大部分が活用していると

いう状況です。
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○議長（田嶋輝雄君） ２番議員。

○２番（小坂義貞君） ただいまの説明で、とても手厚い制度があることをよく知りまし

た。これからも一層町民の生命と財産を守るため、消防団活動を進めていただきたいと思

います。

以上で、私の質問を全て終わらせていただきます。

ありがとうございました。

○議長（田嶋輝雄君） これをもって、２番議員小坂義貞君の質問を終わります。

次に、通告第２号、７番議員佐々木寿夫君は、一問一答方式による一般質問です。

佐々木寿夫君の発言を許します。

○７番（佐々木寿夫君） おはようございます。

きょう、私は、まず第１に、縄文の弥生の昔から、国民の命、地域を支え、つくってき

た農業、特に稲作の問題を取り上げたいと思います。

農業は、まちの就業人口の２０％、生産額は８０億円、まちの基幹産業として本当に大

切なものです。

しかし、今日、我が国の食糧の自給率は、先進国で最低水準、４０％を切り、このよう

な中で、平成３０年度から米の生産調整が廃止され、さらには、経営所得安定対策が減少

の動きになっている。町長は、議会初日で、このような事態の中で、新しい農業のあり方

を考えていかなければならないと言っていますが、このようなときに、稲作の危機のとき

に、まちは何をすべきなのか、伺っていきたいと思います。

次に、２点目は、子供の教育に係る経費についてです。

我が国は、総体的な子供の貧困率は１６.数％と、６人に１人が総体的な貧困の世帯

で、さらにこれは経済開発機構のＯＥＣＤ諸国の中では上から４番目に高い貧困率であり

ます。

七戸町では、子供の医療費を中学校卒業まで無料化するとか、学校給食を無料にするな

ど、子供の教育水準確保のためにさまざまな施策を実施しています。親の所得水準によっ

て子供の教育水準が決まるようなことがあってはならない。政府でも重い腰を上げ、給付

制の奨学金制度を創設しています。

憲法２６条では、教育を受ける権利、義務教育無償を定めています。

この点から、経済的理由で就学困難な児童生徒を対象にした就学援助制度の入学準備金

について伺います。

以上で、壇上からの質問といたします。

では、最初に、第１の問題、平成３０年度以降の稲作対策についてですが、最初に、米

の生産調整廃止、経営所得安定対策縮小のまち農業への影響をどう考えているかについて

伺いますが、まず第１点、平成２８年度、平成２９年度の七戸町の水稲可能面積と生産高

目標、減反率はどれぐらいですか。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。
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○町長（小又 勉君） 佐々木議員の御質問にお答えいたします。

平成２８年度の七戸町の水田面積、これは３,８８２ヘクタール、生産目標は８,４５４

トン、そして主食用米の作付可能面積の割合は４２.５４％であります。また、平成２９

年度については、水田面積が３,９３１ヘクタール、生産目標が８,３８２トン、作付可能

面積、全面積に対しての割合が４２.０３％、全年度と比較して０.５１％の減少となって

います。

○議長（田嶋輝雄君） ７番議員。

○７番（佐々木寿夫君） 七戸町の水田可能面積は３,８８２ヘクタール、青森県内では

７番目に大きな面積です。しかし、実際に米が、いわゆる主食用米が作付されているのは

そのうちの４２％、１,５００ヘクタールで、目標が８,４５４トンと決められているわけ

です。６割以上、ちょうど５９％のいわゆる２,０００ヘクタールは飼料用米というふう

な戦略作物が栽培されています。

米が、水田可能面積が広いのに、実際は作付できない。安倍政権は、米が余ると言いな

がら、民間に流通する過剰米を買い入れるとか、そういうふうな需給調整をせず、さらに

ミニマムアクセス米７７万トンもアメリカから米を入れる。昨年のＴＰＰの交渉では、さ

らに７万トンもの米をアメリカから入れるなど、本当に需給調整をしていない、こういう

ふうな状態なわけです。

そこで、私は二つ目に伺います。平成２６年度、平成２７年度の６０キロ当たりの米の

概算金はどれぐらいですか。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。

○町長（小又 勉君） 平成２６年産米の概算金、７,３００円、平成２７年が９,０００

円となっています。

○議長（田嶋輝雄君） ７番議員。

○７番（佐々木寿夫君） 米６０キロ当たりの平成２６年の概算金が７,３００円という

のは、本当に大変安い金額です。９,０００円にしても大変安いわけですが、次に伺いま

す。６０キロ当たり、米の生産費はどれぐらいですか。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。

○町長（小又 勉君） 生産費でありますけれども、第６２次東北農林水産統計年報によ

りますと、青森県の水稲の平成２５年産のいわゆる生産費、物財費、７,４９５円、平成

２６年産が７,７２４円となっています。

○議長（田嶋輝雄君） ７番議員。

○７番（佐々木寿夫君） 農水省の農業経営調査、平成２６年度産生産費は、６０キロ当

たり、物財費６９％、さっきの７,７２４円は物財費ですから、そのほかに３０％のいわ

ゆる労働費を加えると、全国平均では１万３,０００円です。経営規模によって１万１,０

００円から２万円以上と差はありますが、東北平均は全国平均より下回り、１万３,００

０円となっています。そうすると、先ほどの、例えば平成２６年の７,３００円の米は、
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実際は物財費にも足りない。要するに労働費も入らない、こういうふうな非常に安い価格

になっているわけです。これでは、米をつくればつくるほど赤字になる、農業経営は本当

に厳しい。

安倍内閣が発足した平成２４年の取り引き価格は１万４,０００円から１万５,０００円

ですから、大きく下落しているわけです。本当に赤字が倍増したのが実態です。

民主党の政権のときには、米価変動補填金など、価格補償対策をとっていたわけです

が、安倍内閣になって、そういうのをやめる。さらに、稲作農家の収入減に対応するた

め、米、畑作の収入減少緩和対策、いわゆるならし対策があるというものの、積立金を出

した農家に減収分の実質７割程度を保障するだけで、米価が下がるにつれて基準収入額が

下がるという致命的な欠陥がある制度です。畑作物直接支払交付金、減反対策、これも認

定農業者と集落営農農業、認定農業者に絞り込んでいます。このような状態の中で、米を

つくる農家は大変です。

そこで、次に伺います。まちの農家戸数の総数の減少や、農業従事者の高齢化の率はど

うなっていますか。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。

○町長（小又 勉君） 農業の高齢化率、６５歳以上の比率、比較をすると、平成２２年

が１,１０５人で、高齢化率が５５.５％、それから、平成２７年が６０.７％、これは５

年間で５.２％、いわゆる高齢化率が上昇している、こういう状況です。

○議長（田嶋輝雄君） ７番議員。

○７番（佐々木寿夫君） まち・ひと・しごと総合戦略によると、七戸町の１次産業従事

者は１,６７７人と、まち全体就労者の約２０％を占め、そのうちの９５％が農業従事者

となっています。その生産額は４１.７億円、平成２４年です。

まちでは、こういうふうな、先ほど生産額、そして実際取り引きされている価格を言い

ましたが、農業が成り立たず、やっぱり高齢化が進んでいるというのが実情です。

このような中で、安倍内閣は、２０１８年度から政府による米の生産調整を廃止する、

流通を完全な無秩序の世界による、生産者米価の大暴落に拍車をかけることは必至です。

そこで伺います。平成３０年から米の生産調整が廃止されますが、まちの農業への影響

をどう考えていますか。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。

○町長（小又 勉君） 国によっての、いわゆる生産調整に頼らない、需給に応じた生

産、これを行っていくことになる、ならざるを得ないと。国からは、産地別にきめ細かな

需給や価格情報、それから販売の進捗の状況、在庫などの情報、こういったものが提供さ

れる。いわゆる国が配分を行わないということで、そういう国の役割になるということで

あります。

それを受けて、県なり、あるいはまたまち、あるいはまた農業者団体、あるいはまたま

ちでつくっている農業再生協議会、これが中心になって、水田のフル活用ビジョンの策
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定、こういったものを通じて、いわゆる米を基本としながらも、大豆や地域作物等の作

付、こういったものを誘導していく。生産者、あるいは集荷業者は、これらを踏まえて、

いわゆるどれだけつくっていくのか、これを今度はみずからの責任でやらざるを得なく

なってくる。だから、国がそれをやらないというのでありますので、やはりそれに相応し

た対策を、まずいろいろな情報を得ながらとっていくということになると思います。

○議長（田嶋輝雄君） ７番議員。

○７番（佐々木寿夫君） 国はそういう対策をとらないということで、今言ったようなさ

まざまな対策を県なりでやっていくわけですが、次に伺います。来年からさらに経営所得

安定対策の柱である直接支払交付金が廃止されますが、まちへの影響をどのように考えて

いますか。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。

○町長（小又 勉君） かなり大きい影響が出てくるというふうに思っています。平成２

９年度より経営所得安定対策の直接支払交付金、これが大きく変わると。これについて

は、国においての飼料用米の稲わら、それから水田放牧を対象に交付されていた耕畜連

携、これがなくなる。さらには、県段階での加工用米の複数年契約への交付が、平成２９

年度から新たに結ぶ複数年契約、これが対象となったということで、実はこれも影響が出

てきます。

また、平成３０年度から、主食用米作付に対し、１０アール当たり７,５００円、この

交付金が廃止されるというのが決定されている。平成２９年度は出るのですけれども、平

成３０年度からなくなると。

まちでは、総合戦略において、農家所得３５０万円、これを目標に、収益性の高い作物

への転換、それから、新たな付加価値の創出、生産性の向上、こういったものを柱にした

各事業というのを実は展開をしております。

具体的には、稲作主体からの脱却、そして複合経営への転換、これを目的とした野菜生

産力向上５カ年計画、こういったものを定めて、いわゆる県、農協、それから農家と連携

をしながら、まちの重点振興作物の作付面積の拡大、それから野菜の生産力向上、こう

いったものを目指すと。そして、いわゆる農産物の生産をベースとした加工、販売、それ

からサービスの提供、いわゆる６次産業化に向けた取り組み、こういったものを推進する

ために、農家、あるいは農協、こういったところへの補助事業というのを実施をして、農

家経営を何とか安定化に向けた取り組みを進めてまいりたいというふうに思っています。

○議長（田嶋輝雄君） ７番議員。

○７番（佐々木寿夫君） 経営所得安定対策の米の直接支払交付金は、平成２８年度では

七戸町に約８,０００万円ほどのお金が入っているのですよね。そのほかに耕畜連携の廃

止など、いわゆる来年、平成３０年にまちに入ってくる国からの補助金を計算してみる

と、約２億円近いお金が入らなくなる。これは本当に大変大きな影響を与えます。

まちではさまざまな、複合経営を目指すとか、付加価値をつけるとか、さまざまやって
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いるのですが、米を大事にしない、こういうふうないわゆる国のあり方、今の制度は、本

当にやっぱり日本の農家の基本を崩すと言わざるを得ません。

そこで、私は伺いますが、２億円も国からの補助金が下がるような、そして米を大事に

しない、こういうふうな政策に対して、全国町村会は国へどういう働きかけをしてきまし

たか。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。

○町長（小又 勉君） 生産調整の配分、これは国は今度は関与しないと、来年から。補

助金自体は一気にはなくならないと思いますが、じわじわとはなくなってくる。ですか

ら、これも大変な事態になるというふうには思っています。

町村会でありますけれども、県の町村会では、いわゆるさまざまな地域の要望につい

て、国への要望活動は行っております。それから、東北、北海道の町村会、それから全国

町村会でも、同じように要望活動を行っております。経営所得安定対策及び米の生産調整

の見直し後も、持続的ないわゆる営農活動が可能となるような、これをやらないと農村が

なくなるということで、かなり強く要望はしております。

○議長（田嶋輝雄君） ７番議員。

○７番（佐々木寿夫君） 七戸町は、まちとして国や県にどういう働きかけをしてきまし

たか。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。

○町長（小又 勉君） 各年度に行われる地域農業の再生ビジョン策定、これに当たっ

て、これは年２回か３回行われるのですけれども、この幹事会、あるいはまた総会、その

際に、オブザーバーとして東北農政局からいつも２人の担当官が来ます。もちろん県から

も来ます。その際に、まちとして、あるいはまた地域農業としてのいろいろな要望なり、

特にいろいろな問題点なり、こういったものは質問して、あるいはまた要望ということで

出しております。

それから、私自身、毎年１回、東北農政局長との意見交換会というのがあります。その

場においても、いわゆる地域の農業、まちの農業、こういったことについての要望、そう

いったものは努めて出して、そして実現してもらうようにお願いをしている状況です。

○議長（田嶋輝雄君） ７番議員。

○７番（佐々木寿夫君） 全国町村会、七戸町も要望しているのですが、問題は何を要望

しているかなのですよね。平成２８年度の要望書を見てみると、要するに米の直接支払交

付金は、これは無理だということで、戦略作物である、転換作物である飼料米への補助を

中心に要望しているのですよね。もちろん飼料用米の補助は、今よりもっと高い金額を出

して、飼料用米を補助して、要するに国の食糧の自給率を上げていかなければならないの

ですが、肝心の米の直接支払交付金の、前は１万５,０００円で、今は７,５００円で、こ

れが廃止されると。これは本当に大変大きな影響で、これは来年からですから、これから

だってこれは幾らでも要望できるわけですから、これは要望していただきたいと思ってい
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ます。

次、３番目、まちはどのような対策を考えているかについてですが、町長は議会の初日

で、町政運営基本の中で、日本農業は歴史的転換を迎え、米から野菜へシフトを変え、複

合経営を目指すという意味のことを述べています。今年度の予算でも、野菜生産力向上５

カ年計画を立てて取り組んでいるわけです。

ところで、今年度、野菜生産力向上対策、米から野菜への転換は進んでいるのか。今年

度の成果は何か、今後の課題は何かについて伺います。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。

○町長（小又 勉君） これまで国や県による米から野菜への転換を促すためのいろいろ

な事業がありました。しかし、希望する農家全てが該当するかというと、かなり要求が厳

しかったりということで、なかなか難しい部分もありました。

そこで、まち単独で、ある程度、緩やかにして、野菜生産力向上５カ年計画、これを定

めて、平成２８年度から野菜の生産規模の拡大、この農家に対しての助成、あるいはま

た、野菜生産に移行する農家への資材や農機具の購入に対しての補助、こういったものを

始めました。初年度、平成２８年度、機械関係では１,６００万円、これがほぼ全額が交

付決定となりました。平成２９年度も約１,６００万円、これは当初予算に計上しており

ます。米から野菜への転換というのは、徐々に面積がふえている状況です。

ただ、全く野菜を生産したことのない農家が野菜をやるかというと、なかなか一気には

進まない。基本は、やっぱり水田をやって、プラス野菜と、こうなっていますので、全く

米はだめということではありません。やはり基本は基本として、そういう発想でこれから

もそういうさまざまな施策をやっていきたいというふうに思っています。

○議長（田嶋輝雄君） ７番議員。

○７番（佐々木寿夫君） 野菜の生産額は、調べてみると徐々に上がって、２０億円を超

えるまでになってきているのですが、やっぱり町長も今言ったとおり、米が基本、稲作農

家を守る、やっぱり米価というのはどうしても必要なのですよ。来年から７,５００円、

販売農家の１０アール当たり減らされるわけですが、まちとして、この直接支払交付金を

まちで払う、そして日本の米農家、米を基本にした農家を守っていく、米の直接支払交付

金制度をまちで支援する考えはないですか。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。

○町長（小又 勉君） 直接支払交付金、これをまちで支援するとなると、平成２８年度

の実績で、国は７,３００万円を支払っております。この金額を毎年まちが単独で支払う

となると、これは財政的に非常に厳しいというものがあります。

考え方なのです。今後、七戸町ならではの水田農業をどう持っていくのか。これから未

来へ進めていく方向についての支援というのはやっぱりしなければならない。直接的な、

今まで旧態依然のそういうものに対しての支援よりも、これからの方向についていろいろ

検討しながら、まちで水田農業をどう構築していくのか、その方向性に向けての支援とい
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うのは、これは必要になると、そう考えていますから、未来への投資、これはやっぱり必

要だと思います。

○議長（田嶋輝雄君） ７番議員。

○７番（佐々木寿夫君） 水田に対しては未来の投資をやっていくということなのです

が、私は旧態依然の、いわゆる米に対する補助は、何も旧態依然ではなくて、それが本当

の姿だと私は思っています。というのは、話は飛んでいくのですが、国際連合は２０１４

年、国際家族農業に当たって、食料問題解決と地域社会安定に不可欠として、家族農業の

振興を呼びかけているのです。今、日本の安倍内閣は、企業が活動しやすい日本をつくる

ということで、企業が農業経営に参入しやすい状況をつくっていると。しかし、国際的に

は、家族の経営する農業に対して国が補助をして、しっかりと支えていくというのが、世

界の食料生産の９０％以上がそういうふうになっているのです。あのアメリカだって、な

らし対策は全部国負担でやっているのですよ。だから、我が国は、やっぱり米をきちっと

守っていく、そのためには米に対してもっと支援をする、それは旧態依然ではなくて、農

業の本道だということを私は訴えたいと思っています。

以上でここは終わります。

次に、就学援助費の問題に入ります。

就学援助は、入学準備費用、学用品費、給食費、修学旅行費などを援助する制度です。

子供の貧困対策を進める経済的支援の根幹であり、必要な世帯に必要な額を必要な時期に

支給される必要があります。

私が今問題にするのは、入学準備金の額と支給時期です。

１点目の、要保護の入学準備金単価引き上げと、準要保護世帯に適用する考えはないか

について、まず最初に伺います。小学校、中学校に入学する要保護世帯の国の入学準備金

単価が２０１７年度から引き上げられると聞きますが、それはどのぐらいですか。

○議長（田嶋輝雄君） 教育長。

○教育長（神 龍子君） お答えします。

要保護世帯の児童及び生徒に対する支援として、要保護児童生徒援助費補助金がありま

す。補助対象となる項目には、学用品費、体育実技用具費、通学用品費などがあります

が、その中の一つに、新入学児童生徒学用品費等という項目があります。これがいわゆる

入学準備金と言われているものです。この単価は国が定めており、現行単価は、小学校が

２万４７０円、中学校が２万３,５５０円ですけれども、平成２９年度から、小学校４万

６００円、中学校４万７,４００円に引き上げられることになっております。

○議長（田嶋輝雄君） ７番議員。

○７番（佐々木寿夫君） 今、ことしから２万円ほど引き上げられていますが、小中学校

に入学する児童生徒は入学準備のためにどのぐらいお金がかかるか、私なりに調べてみた

ところ、中学校では、制服、リュック、トレパン、ズック、そしてトレパンはやっぱり二

つぐらい、しかも夏冬とあるわけですから、それらを準備するのに、女子では約１１万
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円、男子では約１０万円前後。このほかに、部活の費用とか、自転車とか入ってくると、

さらに５万円ぐらいかかります。小学校入学児童は、ランドセルやトレパンなど、約６万

円ほどかかります。入学準備金が、今引き上げられたといっても、２万円から４万円に

なったのですが、実際は１０万円以上のお金がかかるわけで、３分の１ぐらいにすぎませ

ん。

そこで伺います。要保護世帯の、さっき単価引き上げを言いましたが、この要保護世帯

の単価引き上げは準要保護世帯、七戸では１００人以上いますが、この準要保護世帯にも

適用することが急務です。

そこで、まず一つ伺いますが、準要保護世帯の認定基準はどれぐらいですか。

○議長（田嶋輝雄君） 教育長。

○教育長（神 龍子君） お答えします。

準要保護に係る所得額、需要額調書をもとにして、世帯全員分の前年度所得金額と需要

額を比較し、所得額が需要額の１.３倍未満の者を認定することになっております。

○議長（田嶋輝雄君） ７番議員。

○７番（佐々木寿夫君） 生活保護の１.３倍未満というのを対象にすると、こういうこ

とですが、この準要保護児童生徒に入学準備金の単価引き上げはできないですか。

○議長（田嶋輝雄君） 教育長。

○教育長（神 龍子君） お答えします。

七戸町就学援助費支給要綱の第８条別表に、支給金額は文部科学省の通知に基づく単価

を限度とすると規定されております。したがって、要保護世帯と同様に引き上げとなりま

す。

○議長（田嶋輝雄君） ７番議員。

○７番（佐々木寿夫君） 要保護世帯の引き上げは準要保護世帯にも適用されて、４万

７,４００円になるのですが、この準要保護世帯の中学校入学準備金の支給時期を問題に

したいのですが、最初に、現在のいわゆる要保護世帯の中学校の入学準備金の支給時期は

いつですか。

○議長（田嶋輝雄君） 教育長。

○教育長（神 龍子君） お答えします。

４月中旬に、保護者から学校を経由して学務課に申請書類を提出していただき、認定作

業や対象者及び支給額の確定、支給計画通知書等の準備作業を経て、保護者からの請求に

基づき、６月下旬の支給となります。

○議長（田嶋輝雄君） ７番議員。

○７番（佐々木寿夫君） 入学準備金の支給時期が６月下旬ということになりますね。そ

うすると、親にしてみれば、入学準備金が必要な時期とかなりずれているわけですね。そ

れで、要保護世帯のいわゆる入学準備金は３月１日の生活保護の支給と一緒に支払うよう

になっているのですよ。だから、要保護世帯は３月には入学準備金を受け取ることができ
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るのですが、準要保護世帯は６月ということになると、やっぱりこれは問題があるなとい

う感じがするのですよ。

そこで、小学校は無理にしても、中学校入学生、これは６年生のときにも受けているわ

けですから、中学校入学生の入学準備金支給時期を何とか前倒しして、１月とか２月と

か、七戸のまける日の前か後か、その辺にできないものでしょうか。

○議長（田嶋輝雄君） 教育長。

○教育長（神 龍子君） お答えします。

近隣町村及び県内他市町村の実施状況とか支給方法等について、これから調査し、今後

検討していきたいと思っております。

○議長（田嶋輝雄君） ７番議員。

○７番（佐々木寿夫君） 青森市は今年度から始めています。それで、青森市の教育委員

会から聞いたのですが、所得の確定の時期を、例えば来年は２９年度ですから、平成２７

年度の所得でやっているというのですよね。そうすると、いわゆる比較的後から、もらっ

た後に所得が高くなったとかということは、非常に影響が少ないということから、この入

学準備金の支給時期は、各市町村が今、検討を始めているときなので、よろしくお願いい

たします。

以上で終わります。

○議長（田嶋輝雄君） ここで、暫時休憩します。１１時１５分まで休憩します。

休憩 午前１１時０６分

再開 午前１１時１６分

○議長（田嶋輝雄君） 休憩を取り消し、会議を開きます。

質問する前に、先ほど佐々木議員に答弁したものの中で、訂正がありますので、６番目

の経営所得安定対策、柱である米の直接支払交付金が廃止されるが、まち農業への影響は

どう考えているか、このことについての町長より答弁が、訂正がございますので。

町長。

○町長（小又 勉君） 一部間違いがありまして、おわびして訂正いたします。

県段階の加工用米の複数年契約への交付、これが平成２９年度から県段階では対象外、

これを私、対象と申し上げました。対象外の間違いであります。ただし、まち段階ですけ

れども、再生協議会で要望もありました。財源も後で見込めるということで、これはまち

の段階では対象ということにするつもりであります。というのは、正式な決定は、もちろ

ん県との協議もありますし、国が廃止するのをまちが出すのかという、その辺の協議もこ

れからありますけれども、いわゆる要望先というか、実務者もきちっとした要望を出して

ほしいと。それにやっぱりかなり大きいウエートも占めているということで、まちの段階

では何とか交付するように、対象とするようにしていくという方向にはしております。正

式決定は５月ごろになると思います。

○議長（田嶋輝雄君） よろしいですか。
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これをもって、７番議員佐々木寿夫君の質問を終わります。

次に、通告第３号、５番議員岡村茂雄君は、一問一答方式による一般質問です。

岡村茂雄君の発言を許します。

○５番（岡村茂雄君） ５番、岡村茂雄でございます。

私、今回は、皆さんも御承知のとおり、新庁舎の見通しがちょっと延期になったため

に、今の庁舎を耐震補強、これは前々からあったのですけれども、それによって使ってい

くと。しばらくの間、使われることになるのではないかということから、現庁舎の将来計

画ということで、４点にわたって通告してありますが、ここで、通告期限の直前に、文教

常任委員会で、まちの公共施設等のマネジメント計画というのが出されたものですから、

その関係から、今回は残念ながらそっちの絡みがありますので、ポイントだけの質問にな

ると思いますけれども、本当に残念ですけれども、よろしくお願いいたします。

では、早速質問いたします。

１点目の、現庁舎の耐震化工事の内容についてでございますが、新庁舎の見通しが立た

なくなったために、現在の本庁舎と七戸庁舎を現状のまま使っていくことになったこと

は、町民、特に高齢者の方にとりましては、不便な状態が続くことになるのではないかと

思われます。

新庁舎につきましては、何年も前から役場内で検討した経緯がありましたが、新庁舎の

建設によって、新町の建設計画が順調に進むと期待されたところでもございます。

しかし、最も有効な財源である合併特例債の活用期限内での新築が立ち消えになりまし

た。それが現庁舎の活用や他の公共施設の再編をおくらせることになれば、さらにまちづ

くりがおくれることになります。まさに新庁舎を初め公共施設の再配置などの早急な体制

づくりを進めなければならないと思います。

そこで、新年度に工事に取りかかるための予算が計上されておりますが、工事内容は建

物自体の耐震化だけなのか、また、内部の構造を改築、例えば会議室とか部屋などをふや

すとか、そういうことをするのか。そしてまた、工事期間はどれぐらいかかるのか。ま

た、工事費とその財源はどうなのか、この点についてお伺いします。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。

○町長（小又 勉君） 岡村議員にお答えいたします。

本庁舎及び七戸庁舎の耐震化工事の内容についてですが、両庁舎ともに耐震補強工事

と、それから、老朽化に伴う改修工事、これを行うこととしております。

まず、本庁舎、昭和４３年に本館を建築、平成２年に新館が増築されています。本館は

昭和５６年以前の旧耐震基準で設計・施工された建物であるために、現行の建築基準法と

照らし合わせて、どの程度の耐震性を持っているのか、平成２４年度に耐震診断を実施し

た結果、建築物の耐震改修の促進に関する法律、いわゆる耐震改修促進法で示されている

判定基準を満たしていないと、こう診断されましたので、まちの要である防災拠点とし

て、また、在庁者の安全確保のために、耐震補強工事を行います。
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また、今年度、躯体調査を行い、長寿命化に適した建物かどうか調査しましたが、その

際に指摘された壁や床のひび割れ等の改修工事をあわせて実施いたします。

工事にかかわるスケジュールは、平成２９年４月から８月まで設計を行い、１０月から

平成３０年３月まで耐震改修工事を行う予定としております。

費用については、設計管理業務委託料として８１５万２,０００円、耐震改修工事費と

して７,８０４万１,０００円、これを新年度予算に計上しております。

その財源ですが、設計管理費と工事費を合わせた８,６１９万３,０００円のうち、充当

率１００％、交付税算入率７０％の緊急防災・減災事業債、これを８,６１０万円充当と

いうことにしております。

なお、工事に当たっては、役場業務を続けながらの状態で工事を行いますので、事務

サービスで不都合が生じないよう、また、来庁者の安全、これも十分配慮しながら進めて

まいります。

次に、七戸庁舎ですが、昭和５３年に建築された建物で、本庁舎同様、耐震診断を実施

したところ、判定基準を満たしていないという結果が出ました。同じく耐震補強工事を行

うものであります。

また、躯体調査で指摘された屋上の防水、それから床や壁のひび割れ等の改修並びにエ

レベーターの改修工事、これを行います。

スケジュールとしては、平成２９年度に実施設計、平成３０年度に耐震改修工事を行い

ます。

費用について、設計業務委託料として１,２０７万５,０００円、これは新年度予算に計

上しております。

緊急防災・減災事業債で１,２００万円を充当いたします。

なお、管理業務を含む工事費については、概算で２億５,８００万円が見込まれ、この

工事費にも緊急防災・減災事業債を充当する計画であります。

○議長（田嶋輝雄君） ５番議員。

○５番（岡村茂雄君） 両庁舎とも建物の構造そのものの耐震化ということのようですけ

れども、これからも事務で使っていくわけですから、それ以上になかなかできないかとは

思いますけれども、今、工事費が、前に聞いたよりは減っているようですが、その理由が

あると思いますけれども、その辺もお知らせいただければ。

また、七戸庁舎ですけれども、先ほど事務に支障がないようにと言っていましたが、床

の耐震化もすることになるかと思いますが、そういう工事が順調にできるのか、ちょっと

心配なのですけれども、その辺はどういうふうに工事を進めると考えているのか、わかり

ましたらお願いします。床の工事、事務に支障が出るのではないかという部分があります

ので。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。

○町長（小又 勉君） まず工事費が、幾通りもの試算をしまして、七戸庁舎については
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いわゆる８億円、９億円ぐらいかかるのではないかと、実はこういう試算も出ました。い

ろいろな検討に検討を加えて、現在の工事費に抑えたという状況です。

それから、床の工事でも、業務に支障の出ないような、支障があっては支障になります

ので、支障の出ないように工事を進めていくような、ちょうどいい、いわゆる工事の手順

で進めていくということにしています。

○議長（田嶋輝雄君） ５番議員。

○５番（岡村茂雄君） ある程度理解できます。

次に、新庁舎建設後の活用ということについてでございますけれども、これもまた新庁

舎が早くできれば、今の庁舎の活用もある程度明らかにできたと思いますけれども、今の

庁舎をいつまで使っていくのか、その見通しもつかない状態ですけれども、新幹線の駅周

辺の荒熊内地区は、公共施設を集約していくということで、現在、用地買収を進めている

わけですが、今の両庁舎の周辺は非常に人口が集積しておりますので、これらをどうする

かというのをやっぱりあわせて考えていかなければならないと思います。そうでもしなけ

れば、御承知のとおり、人口減少がどんどん進んでいく将来、両地域の衰退が早まってい

けば、コミュニティ機能など、まち全体の活力低下に拍車がかかると思います。そのため

にも、今の両庁舎を両地区のセンターとして将来的に活用できるのではないかと思います

が、現在の両庁舎を耐震化補強して使っていくわけですけれども、それによってどれくら

い長寿命化が図れるのか。また、新庁舎が何年か後にでもできた後に、活用していくとい

うことを考えているのか、その辺をお聞きします。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。

○町長（小又 勉君） 今年度、両庁舎の躯体調査というものを行いました。この躯体調

査というのは、建物の外壁、それから内壁の目視、それから、コンクリートをくり抜い

て、その劣化の状態、こういうものを調べることによって、いわゆる長寿命化に適した状

態なのかどうかというのを判断する調査でありますけれども、この躯体調査と耐震診断の

結果を受けて、本庁舎については耐震強度が不十分と、こういう結果が出ていますので、

これも最優先で耐震補強、特に言われているのが、いわゆる防災機能の本部が入っている

のが最優先で早くやれということを言われておりますので、この補強工事を行うというこ

とであります。

長寿命化については、大規模な補修が必要な期間、これが約６５年と判断できます、本

庁舎について。築後４８年の経過ですから、あと約１７年ということになります。

それから、七戸庁舎については、躯体調査の結果、約１００年間、大規模な補修が不要

という判断がされました。築後３８年の経過ということですから、耐用年数はあと６２年

ということになります。

この両庁舎、これの耐震補強を実施することによって、当面の間、これまでどおり庁舎

として利用できますので、現段階では、その後のことは具体的なものはもちろんまだ決め

ておりません。
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その方向性については、これは何年か後にはしていかなければならない。特に本庁舎に

ついては１７年ですから、実質１５年。そうすると、あと何年か後に方向をつけながら、

新しい庁舎の検討に入っていかなければならないということになります。

本庁舎、それから七戸庁舎、それぞれの地区の中心的な場所にありますので、いろいろ

な活用方法、こういったものもあります。こういったものを検討しながら、十分協議をし

ながら、今後これは検討していかなければならないと思います。

○議長（田嶋輝雄君） ５番議員。

○５番（岡村茂雄君） 本庁舎で１７年、七戸庁舎は６２年も長寿命化ができるというこ

となのですけれども、ちょっと気になるのが、本庁舎は１７年ぐらいということなのです

が、極端に聞きますけれども、その後は使用が見込めないということで解釈していいで

しょうか、建物自体の。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。

○町長（小又 勉君） 実は専門家ではないのですけれども、それ以上使うとなると、恐

らく大規模な補強工事が必要であろうというふうに思います。ですから、１７年の間にで

も、例えば二つあることによっての総経費とか、いろいろなものを検討しながら、いわゆ

るどうするのかというのは早急に決めていかなければならないことになると思います。

○議長（田嶋輝雄君） ５番議員。

○５番（岡村茂雄君） 次に移ります。

３番目としまして、この本庁舎にエレベーターを設置してはいかがかということで通告

してありますが、この本庁舎は耐用年数に相当する期間、今後１７年程度は使用が可能と

うことですが、新庁舎の関係もありまして、１７年間というのは、相当期間使うことが、

先ほども言いましたように、見通されますけれども、ここは２階建てでございますけれど

も、来庁者を見れば、高齢者も結構多いし、また、体に障害を持った方とか、そういう人

もおります。ふだんでもそうなのですが、税の申告とか、そういうときに、あの階段を上

り下りする人を見て、気の毒に思うのですけれども。また、この前、車椅子の方が議会を

傍聴したいということで来庁したのだそうですけれども、階段しかないものですから、誰

に相談したわけでないのですけれども、１人であきらめて帰ったと、そういうこともあり

ました。

そのようにして、体が不自由な方とか車椅子の方々が、町長室に行きたいとか、議長室

に行きたいとか、そういう場合も考えられますが、いろいろなことを考えても、期間は期

間ですけれども、エレベーターをつけるということはどのように考えておりますでしょう

か。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。

○町長（小又 勉君） 本庁舎へのエレベーターの設置については、バリアフリー化の推

進を考えますと、その必要性というのは感じております。エレベーター設置に関しては、

建築基準法では、高さ３１メートルを超える建築物は、非常用の昇降機、エレベーターを
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設置しなければならないとされています。３１メートルというと、およそ７階から１０階

建ての建物に相当する高さになります。また、高齢者、それから身体障害者等の移動等の

円滑化の促進に関する法律、いわゆるバリアフリー新法では、不特定多数の人が利用する

建物である特別特定建築物を建築する際は、基準適合義務の一つとして、エレベーター設

置に関する項目がうたわれていますが、既存の施設については、基準に適合するような努

力義務というのが課せられております。仮に本庁舎にエレベーターを設置するとなれば、

来庁者の利便性を考慮した場合に、正面玄関から突き当たりの階段周辺に設置するのが適

当になると思いますが、その場合、既存の業務スペースや会議室、書庫等の一部を使用す

ることになると、庁舎の狭隘化が一層進む。一般事務や会議開催時に不便を来すことにな

りますので、エレベーター設置というのはやっぱり難しいものと考えています。

まちとしては、スロープの設置、それから階段への手すりで、高齢者、障害者、あるい

はまた、けが、病気で不自由な方、妊婦や小さい子供連れの方々の不便というのを少しで

もやわらげる対策をとってきました。ただ、車椅子で２階へ上がりたいと、これについて

は非常に難しい。いわゆる、例えば町長室に来たいという方があれば、私が下へ下がって

いく、やっぱりそういう対応をとらざるを得ないというふうに思っております。これから

についても、さまざまそういう声を聞きながら、できるだけの対応というのは、とってい

かなければならないというふうには考えております。

○議長（田嶋輝雄君） ５番議員。

○５番（岡村茂雄君） 必要性は認めながらも、スペースとか、いろいろな関係から、設

置が不可能なような答弁ですけれども、そうなれば、これ以上言ってもどうもなりません

ので、終わります。

次に、４番、七戸庁舎へ中央図書館とか南公民館を移すことについてでございます。

七戸庁舎は、先ほど聞きましたが、耐震化工事で６２年と言いましたね。６２年ほど使

うことが可能になるということなのですけれども、一つとして、公共施設の集約のために

も、活用できるのではないかなというふうにも思われます。

前に南公民館が老朽化していることとか、中央図書館が狭いということから、公民館を

新築してはどうかということもありましたのですが、その中で、七戸庁舎の４階に図書館

を移してはどうかという意見とか、また、公民館も七戸庁舎へ移すことができないかと、

そういう議論もあったわけでございますが、また、今議会の前の常任委員会のとき、先ほ

ども言いましたが、公共施設等のマネジメント計画というのを示されたのですけれども、

中身はまだそんなに具体的にまではなっていないですが、この中で、公民館についてがあ

ります。新規建設や既存施設の利活用を含め、トータルコストの縮減・最適配置の観点か

ら整備するとなっております。公共施設の集約を進める観点から見て、中央図書館や南公

民館を七戸庁舎に移すことをどのように考えているのか。

また、一つの例ですが、中央図書館を移すことはすぐにでも可能だと思いますが、この

たびの工事によって、七戸庁舎４階に中央図書館を移すというようなことは考えているの



－ 25 －

か、お伺いします。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。

○町長（小又 勉君） 昨年の６月、全員協議会において、公共的施設の整備の方向性に

ついて御説明申し上げ、その中で、七戸庁舎への南公民館、中央図書館機能の移設、これ

を見据えた耐震補強や大規模改修工事の検討、これを進めたいという旨の実は説明はいた

しました。

そして、これを受けて、昨年５月から七戸庁舎を、事務スペースとあわせて、公民館や

図書館として活用できないか、これを検討してきました。しかし、建築基準法、それから

消防法等の各法令に基づいた施設整備を進めた場合、公民館として使用するためには、現

在設置されている階段の幅、それから、いわゆる蹴上げ、段差、そういったものが基準を

満たしていないということがわかりまして、そうすると、階段の大規模な改修というのは

当然必要になるということになります。また、１階を図書館、図書閲覧室として使用する

としても、積載荷重の基準が、現在の事務室として使用している積載荷重と比較して２倍

になると。本というのはすごい重さがあるということであります。床や地中梁、こういっ

た補強、恐らくパイロンの補強も必要になるだろうと。そういう工事が必要になる。そう

すると、耐震補強工事と合わせた概算事業費、今度はこれが９億円ぐらいになるというこ

とになります。役場機能と図書館・公民館機能を併設した場合のこういう総事業費、こう

いったものを踏まえて、関係部署によっての検討会議、これを重ねた結果、今回の改修工

事では、南公民館、中央図書館機能の移設は行わずに、その事務機能を維持するための耐

震補強、耐震改修工事、こういったものを行う予定にしております。

公民館・図書館施設は、言うまでもなく町民の文化活動の拠点となる、極めて大事な社

会教育の施設でありますので、今後、早いうちに検討を進めていきたいと思っています

が、中央図書館については、実は今、具体的には、幼稚園が廃止になりますので、そこ

を、当然、これは床の補強とか、そういったものは必要になりますが、図書館だけであれ

ば、当然、スペース的には十分だということで、それは検討はしております。

あとは、今後、公民館機能なのですけれども、階段の関係とか、そういったものがあり

ます。それから、耐震補強のいわゆる段階、程度、そういったものがありますので、その

辺も踏まえた、これももちろん早いうちに検討して、方向をつけていかなければならない

と思っています。

○議長（田嶋輝雄君） ５番議員。

○５番（岡村茂雄君） 今聞いている中で、図書館になれば、本の重量がものすごいとい

うことなのですけれども、今ちょっと気になったのですが、今、４階にかなり図書がある

のですけれども、あれは大丈夫なのでしょうか、そのままで。

○議長（田嶋輝雄君） 町長。

○町長（小又 勉君） 実はこれ、調査をしていく段階で、あれもやっぱり相当な重量に

なると。しかも、４階という高いところにあるということで、やはり問題だということが
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判明いたしました。これも今後どうするか、これは早目に検討しないとならないと思って

います。

○議長（田嶋輝雄君） ５番議員。

○５番（岡村茂雄君） 残念ですけれども、以上で終わります。

○議長（田嶋輝雄君） これをもって、５番議員岡村茂雄君の質問を終わります。

次に、通告第４号、４番議員哘清悦君は、一問一答方式による一般質問です。

哘清悦君の発言を許します。

○４番（哘 清悦君） 昨年、中学生がいじめにより自殺するという非常に悲しい事件が

２件起こり、９月定例会では、いじめについて活発な議論が交わされました。

そしてことしの２月、今度は愛知県で中学３年の男子生徒が、担任に人生全てを壊され

たと書いたメモを残して飛びおり自殺しました。いじめを防ぐべき教職員がいじめのきっ

かけをつくったり、容認したり、あおったり、みずから実行したりということがあっては

なりませんが、きのう夜のニュース番組で、４０代男性の担任から菌と呼ばれ、不登校に

なった原発避難いじめが報道されていました。

小中学校で嫌な思いをした児童生徒が、七戸町で暮らしたいとは思わないでしょう。成

人式や同級会の案内が届いても、出席しないと思います。

そのような状況を放置したままで、どんなに少子化対策を講じても、よい結果は出ませ

ん。いじめによって児童生徒の生命や人権が奪われることがないように、まちのいじめ防

止対策が現時点においても社会の変化に対応した最善策となっているかを検証します。

この後の質問は、質問者席から行います。

質問１、七戸町いじめ防止基本方針について伺っていきます。

一つ目の質問として、七戸町いじめ防止基本方針について伺います。

平成２３年に起きた大津市の中学２年生のいじめ自殺事件が翌年に発覚したことが契機

となり、４年前の６月に、いじめ防止対策推進法が国会で可決成立し、同年９月に施行さ

れました。

それを受けて、３年前の７月に、七戸町と町内の各小中学校でいじめ防止基本方針が策

定されています。

最初の質問です。

七戸町いじめ防止基本方針の策定方法と、策定によって得られた効果や期待される効果

について伺います。

○議長（田嶋輝雄君） 教育長。

○教育長（神 龍子君） お答えします。

国・県のいじめ防止基本方針を受けて、七戸町の実態に即して策定いたしました。この

いじめ防止基本方針策定により、学校はもとより、地域や家庭・関係機関等との連携がよ

り図られるようになりました。

期待されることとして、いじめ問題への正しい理解の普及啓発や、児童生徒をきめ細か
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く見守る体制の整備、それから、教職員の意識の向上につながるものと思っております。

○議長（田嶋輝雄君） ４番議員。

○４番（哘 清悦君） 七戸町いじめ防止基本方針は、教育委員会委員及びその関係者で

すら、その内容をしっかりと読んでいないという印象を受けました。

具体的には、基本方針３ページに、「仲間ずれ」という言葉がありますが、「仲間はず

れ」の脱字だと思います。

小学校、中学校校長、７名もこの基本方針を読んでいると思いますけれども、実際、ど

の範囲の関係者まで配付し、周知を図ったのか、伺います。

○議長（田嶋輝雄君） 教育長。

○教育長（神 龍子君） お答えします。

小学校、中学校合わせて、まちには７校ありますが、その教職員が読んでいないという

根拠がちょっと私はわかりません。

それから、このいじめ防止基本方針についてですが、このことについては、まちでこの

いじめ防止基本方針が策定されたときに、教育委員会では、このような内容が、いじめの

定義がなされていますということと、それから、保護者の皆様、それから、子供の様子

等々、そうしたことをきちんと書いて、毎戸に配付しております。また、保護者にも配布

しております。

○議長（田嶋輝雄君） ４番議員。その前に、通告のとおりよろしく。

４番議員。

○４番（哘 清悦君） 読んでいないという印象を受けたというのは、脱字の部分を、私

ではなくても、読んだ人の誰かが、多くの人が読んでいれば、指摘できて、直されていた

のではないのかなというので、そういった印象を持ったということです。脱字は別に大き

い問題ではないので、今回用意した、私が本質的なところで気になった質問のほうに入っ

ていきます。

２点目の質問に移ります。

七戸町いじめ防止基本方針は、教職員による児童生徒へのいじめ、体罰、わいせつ行為

等にも対応しているのか、伺います。

○議長（田嶋輝雄君） 教育長。

○教育長（神 龍子君） お答えします。

いじめ防止基本方針は、国のいじめ防止対策推進法の規定に基づいて策定されたもので

あって、体罰、わいせつ行為等については示されておりません。

教職員の体罰とかわいせつ行為等に関しては、計画的に、また、必要に応じて、青森県

教育委員会作成の教職員の非違行為根絶のための研修用資料をもとに、服務規律の徹底を

図るよう指示しております。

○議長（田嶋輝雄君） ４番議員。

○４番（哘 清悦君） いじめ防止基本方針の中に、国立教育政策研究所によるいじめ追
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跡調査結果というのがあるのですけれども、これを策定するときに、その資料も参考にし

たのかという点と……。これは省きます。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

○議長（田嶋輝雄君） ・・・・

○教育長（神 龍子君） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・

○議長（田嶋輝雄君） ・・・・・

○４番（哘 清悦君） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・

次、３点目の質問に移ります。

基本方針の中に、「ストレスに適切に対処できる力を育む観点が必要である」とありま

すが、基本方針策定前の取り組みと、策定後の取り組みと、その成果について伺います。

○議長（田嶋輝雄君） 教育長。

○教育長（神 龍子君） お答えします。

学校は小さな社会であって、児童生徒にとっては、将来に向けての自己実現を図るため

の基礎を培う大切な経験の場であります。したがって、基本方針の策定によらず、一人一

人の児童生徒が、変化する社会の中で困難を乗り越えられる力が身につくよう、全教育活
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動において、計画的に、また、意図的に働きかけ、考えさせ、体験させ、自己肯定感を高

められることができるような教育に努めております。

基本方針が策定されたことで、すぐ成果が出るものではなく、日々の積み重ねによるも

のととらえております。

また、いじめ等は、備えておけば起こらない、それも一理あるかと思いますが、非常に

その見きわめが難しいということも御理解願いたいなと思います。

○議長（田嶋輝雄君） ４番議員。

○４番（哘 清悦君） 私は小学校３年生のときに、廊下を走った罰で、１週間、机と椅

子を取り上げられて授業を受けました。また、４年生のときは、ハンカチや宿題を忘れた

ということで、忘れた人全員、教室の後ろに並ばされ、往復ビンタも受けました。担任の

先生から受けた嫌な経験は紹介しきれませんけれども、それに耐える能力を超えない場合

は、本人を鍛えることにもなりますが、まだそれほど忍耐力がない児童生徒の場合、不登

校や自殺につながる危険性があると思います。ストレスに適切に対処できる力を育むに

は、本人の能力を超えない範囲内でストレスを与えることが逆に必要になると思います。

しかし、個々の能力のばらつきも考慮し、それを行うのは難しいと思います。その中で、

先ほど難しいという答弁がありましたが、そこをいかに的確に見きわめるかということ

で、防止対策につながると思っています。

そのストレスという部分で、超えないようにどう対応しているかという点を伺います。

○議長（田嶋輝雄君） 教育長。

○教育長（神 龍子君） いじめの定義にかかわることですけれども、ストレスを感じる

か感じないかというのは、その人自身にあると思います。・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・

○議長（田嶋輝雄君） ４番議員。

○４番（哘 清悦君） ４点目の質問に移ります。

「いじめは大人の目につきにくい時間や場所で行われたり」とありますが、その具体的

な時間と場所について伺います。

また、その結論はどのような調査や分析で得られたものであるか、伺います。

そして、そのような時間や場所に対して、現在どのような対策を講じているのか、伺い

ます。

先ほど質問しかけた国立教育政策研究所によるいじめ追跡調査というのが、ここで策定
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するときに参考になったのではないかなと思いましたけれども、今、それについて伺いま

す。

○議長（田嶋輝雄君） 教育長。

○教育長（神 龍子君） まず、「いじめは大人の目につきにくい時間や場所で」という

ことについてお答えすればよろしいのでしょうか。

文科省は、いじめとは、児童生徒に対して当該児童生徒が在籍する学校に在籍している

等、当該児童生徒と一定の人的関係にある他の児童生徒が行う心理的または物理的な影響

を与える行為――これはインターネットも含めます――であって、当該行為の対象となっ

た児童生徒が心身の苦痛を感じているものと定義しております。

いじめは、具体的な時間と場所の予想がつかないだけに、いじめの早期発見、早期対応

を十分意識しながら、児童生徒の生活の様子を日々観察しておりますが、対応や指導に苦

慮している現実があります。

対策として、児童生徒との日常の交流、複数の教員の目による発見のための巡回、アン

ケート調査の実施と分析、計画的な教育相談、機会をとらえてのチャンス相談、学級内の

人間関係の客観的把握のためのＱ－Ｕ等の調査、分析、保護者との連携など、早期発見、

早期解決に努めております。

しかし、残念ながらそれでも万全とは言い切れない難しいさがあります。

○議長（田嶋輝雄君） ４番議員。

○４番（哘 清悦君） 私が小中学校で見ていた経験上から、大人の目につきにくい場所

ということで挙げるならば、更衣室とかトイレが特にそういったことが行われる場所だと

思っています。天間林中学校も、教室はガラス張りになって、非常に中の様子が見えて、

死角はない状態だと思っていますけれども、プライベートな部屋ということもあるので、

そこは私は気になっていますけれども、今、具体的な場所にそこが出なかったので、私の

考えとして述べます。

逆の部分の視点が欠けていると思ったので伺います。大人の目のつきやすい場所、極端

に言えば、見ているところでも行われるいじめというのがあると思っています。それもや

はり議論の中でなかったのか、伺います。

○議長（田嶋輝雄君） 教育長。

○教育長（神 龍子君） 大人の目につきやすい時間や場所でありながら行われたいじめ

の事案は、ときにあります。

例えば、ふざけ、それからじゃれ合いが、実はいじめの行為だったということがありま

す。そのくらい、見きわめが難しい事案もあります。

いじめが起こる状況下はさまざまな場面があります。暴力的な行為ばかりでなく、心の

中をえぐるような言葉を発するなど、たやすくいじめと判断できない場面がたくさんあり

ます。精一杯アンテナを張りめぐらせ、大事に至らないよう努力している教職員が多いこ

とを理解していただきたいと思います。



－ 31 －

○議長（田嶋輝雄君） 昼のチャイムが鳴りましたけれども、このまま続行しますので、

よろしくお願いします。

４番議員。

○４番（哘 清悦君） 運動会の騎馬戦で上から落ちた生徒がいました。多くの先生と、

その生徒の保護者も見ているところで起きました。中学校の卒業式が終わった後で、中学

校でいじめられていてつらかった、騎馬戦のときもわざと落とされた。高校に行けば自分

をいじめた生徒と顔を合わせなくて済むのでうれしいと親に話したそうです。その保護者

は、自分の子供がいじめられているのに全く気づいてやれず、本当に申しわけないと思っ

たという話を聞いたことがあります。体育の柔道の授業も、いじめるつもりでやっている

のか、見分けにくいと思います。大人が見ている前で、むしろ堂々といじめが行われるこ

ともあるという視点も考慮に入れていく必要があると思っています。

５点目の質問に移ります。

「いじめを訴えやすい体制を整える必要がある」とありますが、基本方針策定前の取り

組みと、策定後の取り組みと、その成果について伺います。

○議長（田嶋輝雄君） 教育長。

○教育長（神 龍子君） お答えします。

基本方針の策定でより明確になったことは、重大事態に関することであり、教職員の子

供を観察する目がより鋭くなったものととらえております。

また、体制についてですが、基本方針の策定の有無にかかわらず、これまで同様、担任

や一部の教職員だけで問題を抱え込まず、組織で対応するよう、校長会等を通して指示し

ております。

○議長（田嶋輝雄君） ４番議員。

○４番（哘 清悦君） 昨年１月、教育委員会からの依頼による教員による体罰に関する

アンケート調査が学校から配布されました。アンケート調査の文面、あるいはひな形の作

成はどこが行い、アンケート用紙の回収方法と集計方法について、教育委員会では各学校

にどのような指示、あるいは要請を行ったのか、伺います。

○議長（田嶋輝雄君） 教育長。

○教育長（神 龍子君） お答えします。

アンケートの文面等は、青森県教育委員会が作成しており、各教育委員会でアンケート

をとるよう指示されております。

回収等については、各校の工夫によりますが、封筒に入れて学級担任に提出している学

校が多いと聞きます。

集計等は、管理職等が行い、その集計結果を教育委員会に報告し、その後、青森県教育

委員会に報告しております。

なお、体罰の事実があった場合は、体罰を受けた期日や事実を本人、保護者から確認

し、その旨も報告するよう指示しております。
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○議長（田嶋輝雄君） ４番議員。

○４番（哘 清悦君） 私も実際、そのアンケートをもらって、書く立場であったのです

けれども、前回も話したとおり、学級担任から体罰を受けている場合に、その子がそのと

おり書けるかというと、書いた内容を封筒に入れる、その封筒を学級担任が回収すると

なった場合に、あけて見られる状態というのを想定すると、書いたらかえって大変だとい

うのが想定できるようなとり方になっていたので、改善を求めたわけですけれども、各学

校の工夫といいますか、任せているというふうな感じですけれども、私はデリケートな問

題であるから、むしろそこは訴えやすいように改善すべきだと思っていますが、平成２８

年度はどのように行ったのか伺います。

○議長（田嶋輝雄君） 教育長。

○教育長（神 龍子君） これまで同様に行いました。

○議長（田嶋輝雄君） ４番議員。

○４番（哘 清悦君） 私が文科省のホームページを見た場合に、なぜ保護者からのアン

ケートを行っているかという場合に、一番いいのは、教職員全員から聞いて報告すればい

いわけですけれども、それだと、体罰をやっている先生が、自分が体罰していましたとか

言わないから、保護者からもアンケートを行ったというふうに認識しています。その結

果、新たな事実がわかるということです。

私の経験からも、保護者からアンケートをとられても、保護者というのは、子供が話し

た内容程度しか情報はありません。一番よくわかっているのは、校長よりも、１日中、そ

の担任の授業の様子からクラスの様子を見ているほかの子供ほど、よく教職員のことをわ

かるわけで、その子供からのアンケートのほうが実は私は重要だと思っています。

それについて、私が自分の息子に聞いたところ、クラスで配布されたアンケート用紙を

その場で書いて回収するといったときに、書いていると、みんなに見られる。それから、

回収するときに、後ろから集める生徒を待たせるというのを考えると、書かなくてもいい

かなということで、書かなかった。その点でも、まだデリケートなアンケートを行う上で

配慮する点があると私は感じていますけれども、教育長はその点はどうでしょう。

○議長（田嶋輝雄君） 教育長。

○教育長（神 龍子君） お答えします。

アンケートは、体罰だけでなく、さまざまなアンケートがあります。至急を要するアン

ケート、特に問題があるようなアンケートに関しては、言葉は悪いのですが、口裏を合わ

せるようなこともありますので、その場で書いてもらうということも多々あります。

したがって、今後、その方法については考えるべきところはあるかと思いますけれど

も、よりよいアンケートのとり方がありましたらお示しください。

○議長（田嶋輝雄君） ４番議員。

○４番（哘 清悦君） ６点目の質問に移ります。

学校基本方針は、児童生徒や保護者に示すとともに、学校のホームページや学校だよ
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り、参観日などで公開するよう努めるとありますが、現在の取り組み状況について伺いま

す。

○議長（田嶋輝雄君） 教育長。

○教育長（神 龍子君） お答えします。

各校それぞれ工夫し、参観日等で説明していると聞いております。

町内の学校でホームページを開設しているところはありません。

また、七戸町教育委員会では、先ほどの質問のところに戻りますけれども、「いじめの

定義」、「保護者の方へ」、「地域の皆さんへ」、「見逃さないで！小さなサインも」な

どを掲載した、「ＳＴＯＰ！いじめ」のチラシを、保護者・地域の皆さんへ配布しており

ます。

ことしは見直しの時期でもありますので、平成２９年度内に改訂版を配布する予定で

す。

ホームページが便利という方もいれば、紙媒体が便利という方もいると思います。特に

昨今、個人情報の関係で、児童生徒の名前や写真を安易に掲載したりすることが問題と

なっております。これは中体連等でも、どんないい記録を出しても、保護者が載せないで

くれと言えば載せられないということが、そういう事実があります。したがって、教育委

員会では、ホームページの開設について、積極的に進めてはおりません。

ちなみに、七戸町教育委員会では、そうしたトラブルを避けるため、事前に年度の初め

に保護者から、名前や写真の掲載についての有無を確認しております。

○議長（田嶋輝雄君） ４番議員。

○４番（哘 清悦君） 十和田市のホームページを見ると、十和田市いじめ防止基本方針

と、十和田市内の学校一覧を見ることができます。学校のホームページがある４校中２校

は、学校の沿革、教育目標、校歌、年間行事などのほか、いじめ防止基本方針と学校だよ

りも見ることができます。

学校のホームページがあれば、学校の記念誌も、広報しちのへや議会だよりのように誰

でも見ることができます。個人情報のところはしっかり整理して、それ以外の部分という

のはホームページで公表というのも有効だと考えています。

ただ、基本方針に学校のホームページと書いていながら、積極的にやる考えがないとい

うのが、それであれば基本方針を策定するときによく議論して、学校ホームページという

ものを載せなければよかったのにというふうな疑問を持つわけです。

もう一つは、天間林中学校準備委員会だよりというのは、創刊号から第５号まで、まち

のホームページから見ることができますし、校歌もＹｏｕＴｕｂｅでも聞くこともできる

状態になっていて、その部分では、ホームページというのは有効に使えているので、でき

ないことではないと思っています。私はそう考えますけれども、今、現状は聞きましたけ

れども、今後はどのように考えているのか、伺います。

○議長（田嶋輝雄君） 教育長。
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○教育長（神 龍子君） 先ほども言いましたが、ホームページが便利という方もいれ

ば、紙媒体が便利という方もいて、これは哘議員さんにとってはホームページが便利かと

思います。ただ、今現在、いろいろな問題を考えたとき、予想される問題を考えたとき、

七戸町教育委員会としては、余りホームページをつくるということは勧めておりません。

○議長（田嶋輝雄君） ４番議員。

○４番（哘 清悦君） この点の考えを一致させようと思うと、時間が幾らあっても足り

ないので、７点目の質問に移ります。

基本方針策定から、ことし７月で３年が経過します。スマホが普及し、仕事も生活もイ

ンターネットなしでは支障を来すような社会に変化しました。防犯カメラも至るところに

設置され、今、ニュース等でいろいろ出ています暗殺事件、ああいったものの解決にも使

われ、有効な手段になってきています。

天間林中学校では防犯カメラとモニターが設置されています。その事実を知らしめるだ

けでも十分な抑止力を発揮すると思いますが、それでも不十分な点があると感じました。

年々いじめの事案も変化していると思いますが、現在のまち及び学校のいじめ防止基本

方針に追加、変更すべき点はないか、伺います。

○議長（田嶋輝雄君） 教育長。

○教育長（神 龍子君） お答えします。

先ほども申し上げましたが、ことしは見直しの年でもありますので、国・県の指導のも

と、まちの実態をかんがみ、まち及び学校の同方針の追加・変更はしていかなければなら

ないと思っております。

○議長（田嶋輝雄君） ４番議員。

○４番（哘 清悦君） 質問２、学校運営改善について伺っていきます。

七戸町いじめ防止基本方針にも、学校運営改善の支援について記載されていますが、い

じめ防止対策を進める上で、学校運営に問題がないか、あるいは改善すべき点がないかを

検証する必要があります。

最初の質問です。

いじめ防止対策や教職員の評価等も含めた学校運営改善のために、児童生徒の声をどの

ように吸い上げ、どのように活用しているのか、伺います。

○議長（田嶋輝雄君） 教育長。

○教育長（神 龍子君） お答えします。

学校では、いじめだけに限定せず、教育活動、その他学校運営について、教職員による

自己評価、児童生徒・保護者からはアンケート等による学校評価を実施し、それを学校運

営に生かしています。また、評価結果についての公表もなされています。

このように、学校運営に保護者等が参画することによって、教育活動への関心や理解も

深まっているものと思われます。

○議長（田嶋輝雄君） ４番議員。
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○４番（哘 清悦君） ２点目の質問に移ります。

平成１６年６月２４日付の文部科学事務次官の通知には、地方教育行政の組織及び運営

に関する法律の一部改正は、教育委員会が学校運営協議会を設置できるようにすることを

目的として行うものですと記載されています。平成１６年のキックオフフォーラムを皮切

りに、毎年全国各地でコミュニティ・スクール推進フォーラムを開催しております。

七戸町いじめ防止基本方針には、学校運営改善の支援として、保護者や地域住民が学校

運営に参画する学校評議員等の活用とあります。継続的、持続的に地域とともにある特色

ある学校づくりと、いじめ防止対策を進めるためにも、コミュニティ・スクールは最も有

効な手段だと私は思いますが、教育委員会はコミュニティ・スクールについてどのような

議論を行い、どのような考えに至ったのか、伺います。

○議長（田嶋輝雄君） 教育長。

○教育長（神 龍子君） お答えします。

七戸町内７校の学校経営案には、子供の実態、地域の実態、育てたい子供像、目指す教

師像等々、各学校の教育課題解決に当たっての緻密な方策が示され、それをもとに学校運

営がなされています。

そして、この経営案をもとに、指導主事の助言、学校評議員から意見を聞くなど、大変

理想的な形で会の運営が進められております。

したがって、七戸町としては、現状を維持し、コミュニティ・スクールの設置は考えて

おりません。よって、コミュニティ・スクール設置についての議論はしておりません。

○議長（田嶋輝雄君） ４番議員。

○４番（哘 清悦君） 文科省がいいと思って進めていることが、現場のほうでは、今ま

でのやり方で十分ということで、取り組みがなされないということですけれども、実際に

先ほど述べたとおりで、保護者、地域住民が学校運営に参画するといったときに、そのと

おりのことを国が制度設計してくれていると思います。評議員１人の意見も大事ですけれ

ども、そこにいろいろなかかわりのある人が１０人ぐらいで組織する学校運営協議会とい

うのが、校長が考えている学校運営の考え方とか計画とかに賛同できる内容であれば、そ

こでパブリックコメントのように、さらによくなるような意見が出たときに反映させる方

法として、私は有効だと思っていますが、今のままでいいというところに私は疑問を感じ

ています。私は、むしろ国が進めているほうにメリットを感じますが、特にこれについ

て、コミュニティ・スクールにしてうまくいっていないという話が特に聞こえていないの

ですけれども、デメリットとして感じている点は何なのか、伺います。

○議長（田嶋輝雄君） 教育長。

○教育長（神 龍子君） 通告外ですけれども、なぜやらないかということの、まちの立

場もありますので、お答えします。

文科省でこのコミュニティ・スクールのことを、もうスタートして１０年ぐらいはたつ

と思いますが、遅々として進まないのは、そこに大きな課題があるからだと思います。今
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現在、このコミュニティ・スクールをやっているところは、本格的にやろうとしていると

ころは十和田市の大深内中学校ですけれども、これも非常に難しいところがあるのだなと

いうのを日々感じております。

ですから、一番は、学校経営方針に、校長はいろいろな実態をもとに経営方針を立てる

のですけれども、それに対して、こうあればいい、あああればいいといったとき、校長の

経営方針、ビジョンが、私は果たして保障されるかどうかというところに疑問を感じま

す。

それから、人事に関してのことも、コミュニティ・スクールの運営協議会では話せる。

要望というか、そういったことも出せるということになったときに、非常に難しいものが

あると思います。例えば、非常に野球の指導がうまい。そうすると、我が子の野球の力を

伸ばしてやりたければ、校長先生に、野球の指導ができる先生を連れてきてほしいとか、

そういう本末転倒な要望も中には出てくるかもしれません。ですから、このコミュニティ

・スクールをやっている学校がどのようなメリットがあって、そしてそれがどのように教

育に反映されているかということを見きわめた上でスタートしなければ、私は、学校は大

変混乱するものと思います。

○議長（田嶋輝雄君） ４番議員。

○４番（哘 清悦君） 教育長は、今までの経験でそういったことを想像できるようなこ

とがあったのかもしれません。ただ、私は、中学校の入学式、卒業式、運動会、いろいろ

な行事で招待されてくる分館長とか、元ＰＴＡ会長とか、それこそ学校運営協議会の委員

になりそうな人たちを見たときに、教育長がそんな心配するようなことに持っていくよう

な人がいるように思えないから言っているわけで、もう１回整理すると、学校運営協議会

の主な役割は三つあって、校長が作成する学校運営の基本方針を承認する。二つ目、学校

運営に関する意見を教育委員会または校長に述べる。３、教職員の任用に関して教育委員

会に意見を述べられるの三つがある。例えば野球の指導がうまい先生を連れてきてほしい

と思って要望したとして、できるかというと、それは難しいと私は思っているのと、それ

を要望して誰かを連れてこられるのであれば、七戸病院にお医者さんも連れてこられるわ

けです、要望すれば。ただ、実際、人事というのはそう簡単ではないので、難しいと思え

ば、要望はあっても、そこはできないと思っている……。

○議長（田嶋輝雄君） 話をまとめてください。

４番議員。

○４番（哘 清悦君） 今、いじめ防止対策も含めて、学校運営の改善は必要だと。その

手段として、教育長と私の考えが違うということで、とりあえず、いじめ、そしてそれに

よる自殺というのは、これは防ぎたいという思いはどちらも同じのはずで、ただ、具体的

な手段の話になると、お互い考えが違うところがあるということで、今回は必ず何かしら

有効な結論を見出そうと思ったわけではなく、今後、いじめ防止対策を進めていく上で、

まず現状を十分認識しておく必要があると思っての質問でした。
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用意した質問は全て行いましたので、私の質問は以上で終わります。

○議長（田嶋輝雄君） これをもって、４番議員哘清悦君の質問を終わります。

以上をもって、一般質問を終結します。

──────────────────────────────────────

○散会宣告

○議長（田嶋輝雄君） 以上で、本日の日程は全部終了いたしました。

なお、３月９日の本会議は、午前１０時から再開します。

本席から告知します。

本日は、これで散会します。

大変お疲れさまでした。

散会 午後 ０時２７分


